平成１９年度第１回介護サービス事業者集団指導
■　はじめに　

１　介護保険制度における法令遵守について

介護保険制度は、自助・共助・公助により介護を社会的に支える仕組みです。「自助」として費用の１割を利用者が負担し、残りの９割を「共助」（４０歳以上の被保険者が払う保険料）及び「公助」（税金）で折半します。
昨今新聞等を賑わしているように、広域的に事業展開を行う法人の事業所で不正が行われていた事実は、県民の制度に対する信頼を大きく失墜させる行為であり、共助・公助の崩壊につながりかねません。介護サービス事業者は、安定した経営を続けるためにも、自ら進んで法令遵守に努め、県民の信頼を取り戻す必要があります。

２　法令の構成について

介護保険関係法令は、介護保険法を基礎とし、特に介護サービス事業者が詳しく知ることが必要な分野として、次の２系統があります。これらの諸規程は、書籍の購入やインターネットでの検索により入手できますので、必ず熟読してください。

（１）指定基準関係
　　①　基準省令

　　　ア　指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第37号)
　　　イ　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第38号)

　　　ウ　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第39号)

　　　エ　介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第40号)

　　　オ　指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準(H11.3.31厚生省令第41号)

　　　カ　指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準(H18.3.14厚生労働省令第35号)

　　②　基準省令解釈通知

　　　ア　指定居宅サービス及び指定介護予防サービスに関する基準について(H11.9.17老企第25号)
　　　イ　指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について(H11.7.29老企第22号)

　　　ウ　指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について(H12.3.17老企第43号)

エ　介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準について(H12.3.17老企第44号)

オ　指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について(H12.3.17老企第45号)
（２）介護報酬関係

　　①　報酬告示

　　　ア　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(H12.2.10厚生省告示第19号)
　　　イ　指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準(H12.2.10厚生省告示第20号)

　　　ウ　指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準(H12.2.10厚生省告示第21号)

　　　エ　指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(H18.3.14厚生労働省告示第127号)

②　報酬告示留意事項通知
　　　ア　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(H12.3.1老企第36号)
　　　イ　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(H12.3.8老企第40号)

　　　ウ　指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(H18.3.17老計発第0317001号・老振発第0317001号・老老発第0317001号)

　　※（介護予防）地域密着型サービスに係る指定基準・報酬告示等は別にあります

３　法令への適合状況の自己点検について

（１）自己点検ツールについて

自己点検を行うためのツールとして次の書類を準備しましたので、上記２の関係法令を熟読したうえで７月中を目途にそれぞれの事業所において点検を行ってください。
　　　なお、今回提供するツールは最低基準を収録した「暫定版」です。今後本県における運用の詳細を加え、また今回提供していないサービス分も含めて全体版を作成する予定であり、その際にはあらためてお知らせします。

　　①　指定基準関係

　　　　指定訪問介護事業・指定通所介護事業・指定短期入所生活介護事業・指定居宅介護支援事業自己点検票（暫定版）
　　②　介護報酬関係

ア　指定居宅サービス介護給付費加算・減算適用要件等一覧（暫定版）

101訪問介護費　106通所介護費　108短期入所生活介護費

イ　指定居宅介護支援介護給付費加算・減算適用要件等一覧（暫定版）

ウ　指定居宅サービス介護給付費加算等自己点検シート（暫定版）

101訪問介護費　106通所介護費　108短期入所生活介護費

エ　指定居宅介護支援介護給付費加算等自己点検シート（暫定版）

※　ア・イにより要件を確認し、ウ・エに自己点検結果を記入してください
（２）自己点検の結果基準・要件を満たしていない場合について

自己点検の結果、基準・要件を満たしていない場合については、下記の県の所管部署に申し出て、指導を受けてください。（自己点検結果の一律の提出は不要です）

（３）実地指導における提示について

　　　県の所管部署が実地指導にお伺いした際に、自己点検結果の提出を求めることがありますので、ご了承ください。　　　

４　介護サービスの質の向上について

　　２で示した関係法令はあくまで「最低基準」を定めたものであり、各介護サービス事業者は、３の自己点検において全項目が適合していたとしても、それに満足することなく、より質の高いサービスを目指していただくことが必要です。その際の観点としては、介護サービス情報の公表における調査項目等を参考にしてください。
平成１９年度から、県が実施する実地指導においても、法令遵守にとどまらず、より質の高いサービスの提供を目指す取り組みが重視されます。

　　

■　県の所管部署

	サービス種別
	事業所の所在地
	県の担当部署
	電話番号
	FAX番号

	訪問介護


通所介護


居宅介護支援
	鹿沼市・日光市・
西方町
	県西健康福祉センター　
総務課
	0289-64-3125
	0289-64-3919

	
	真岡市・二宮町・
益子町・茂木町・
市貝町・芳賀町
	県東健康福祉センター　
総務課
	0285-82-3321
	0285-84-7438

	
	栃木市・小山市・
下野市・上三川町・
壬生町・野木町・
大平町・藤岡町・
岩舟町・都賀町
	県南健康福祉センター　
総務課
	0285-22-0302
	0285-22-8403

	
	大田原市・矢板市・
那須塩原市・さくら市・
那須烏山市・塩谷町・
高根沢町・那須町・
那珂川町
	県北健康福祉センター　
総務課
	0287-22-2257
	0287-23-6980

	
	足利市・佐野市
	安足健康福祉センター　
総務課
	0284-43-2267
	0284-44-1088

	
	宇都宮市
	高齢対策課
介護保険班
	028-623-3149
	028-623-3925

	短期入所
生活介護
	県内全域
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